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「原子力委員会政策評価部会 ご意見を聴く会」実施結果概要 

テーマ：「放射性廃棄物の処理・処分」に係る施策の評価について 

 

１．日時・場所 

（日時）平成２０年３月３１日（金）１３：３０～１７：００ 

（場所）宮城県仙台市 仙台国際センター ２階 大会議室「橘」 

 

２．出席者 

（御意見発表者） 齋藤昭子氏：(財)みやぎ･環境とくらし･ネットワーク（ＭＥＬＯＮ）

事務局長 

 新堀雄一氏：東北大学大学院工学研究科 准教授 

（一般参加者） ９４名〔うち、第２部で御意見を発表された方は １０名〕 

（部会構成員） 近藤部会長、井川委員、石榑委員、伊藤委員、岸野委員、古川委員、

田中委員、広瀬委員、松田委員、山口委員、山名委員、和気委員 

（事務局） 黒木参事官他 

 

３．実施結果 

冒頭、近藤部会長から開催趣旨、放射性廃棄物の処理・処分に関する現状整理及び

これまでの政策評価部会における主な議論の内容を説明後、第１部では御意見発表者

（２名）から御意見を聴取し、部会構成員を交えた意見交換を行った。また、第２部

では会場に参加された方々（１０名）から御意見を頂いた。なお、会の参加者募集の

機会にも、関連する施策に関する評価について意見を募集した。第１部の御意見発表

者、第２部の会場に参加された方々からの御意見及び参加募集時に寄せられた御意見

等は以下の通りである。 

 

【相互理解活動に関して】 

① 情報が適切に伝わっているか否かは重要な問題。国、電気事業者及びＮＵＭＯは、

原子力の問題について国民との相互理解を深めるために、意見交換の場や対話の場

をどのように設け、それをどのように機能させていくのかということについて、相

互理解活動の現場の状況を把握し、共有し、適切な役割分担の下に連携しつつ、更

に工夫していくべきである。対話がうまくいかない原因を分析し、ＰＤＣＡサイク

ルを回していく仕組みを作ることが必要である。 

② 原子力や放射性廃棄物がどういうものかを含め、いろいろな情報が国民全体に伝わ

っていない。原子力に関心がない人に伝えるのは大変なことである。原子力委員や

原子力の学識経験者は、国民に顔が見えるように工夫して、日本が原子力を推進す

る理由を国民に分かりやすく説明するような機会を積極的に持つことを心掛け、双
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方向のコミュニケーションによる地道な相互理解活動を全国的に進めていくことが

必要である。この部会も１回の「ご意見を聴く会」で終わるのではなく、全国をす

べて行脚するような計画を考えるべき。 

③ 原子力に関しては、中立的な専門家の意見が聴きたいし、推進派と反対派の意見も

同様に聴きたい。←専門家とは、本来、学術的議論を行う者のことであり、特定の

課題に関して、専門家を推進と反対に分けること自体には意味がない。いくつかの

選択肢に関し、将来予測として評価せざるを得ないリスクやベネフィットの評価を

めぐって、国民の前で、科学的合理的な議論が行われることが重要と考える。 

④ 国民とのリスク・コミュニケーションを行っていく仕組みを整備していくことが重

要である。リスク・コミュニケーションを繰り返し行っていくことで、更に問題意

識が掘り下げられ、理解が進むことにつながる。国や事業者は、不断の情報開示を

進めて国民との実質的な意見交換をしていくことが必要である。また、報道等によ

り、怖いという印象を受けると、一般に、それからはできるだけ離れたいという思

いが生じる。また、よく知らないものは、例えリスクが小さくとも、ゼロであると

言われないとリスクが小さいものとは認知されない（ゼロリスク願望）とされてい

る。原子力は、まさにこれらが当てはまり、それを解消するにはリスク・コミュニ

ケーションを徹底して続けることが答えとなる。我が国ではハザードとリスクとい

う概念が混在して使われている。ハザードを技術的又は社会的に制御してリスクを

最小限に抑制していく取組の全体像を国民に説明していくことが必要である。 

⑤ 高レベル放射性廃棄物の処分場は公募方式が採られているが、国民はこの処分に対

して一般に、漠然とした不安感を持っているので、危険なものは要らないという結

論にしかなり得ない。公募方式としたので、地域としてどうするかについてしっか

りとした議論をして欲しいということであれば、地方の公民館などで小規模な説明

会を開催し、膝を突合わせて話す機会を設けるべき。 

⑥ 火山地帯や過去に大きな地震があった所等、明らかに候補地になり得ない市町村も

あるので、まずは、調査対象となり得る市町村を示し、そのすべての市町村で説明

会を実施して相互理解を深めるべき。 

⑦ 小中学生は、地球温暖化に強い関心を示しており、原子力発電が必要不可欠と理解

しているが、高レベル放射性廃棄物に関しては「次世代へのツケ」というようなイ

メージで捉えている。放射性廃棄物の処理・処分の方法の安全性、発生量等の事実

について、子供の教育の場等を通じて教えることが必要である。教科書にも書くべ

き。また、図書館等の原子力関係の資料は古いものが多く最新の内容に更新するべ

き。 

⑧ 日常で原子力に携わらない人々にとって「放射性廃棄物」という言葉はどことなく

陰のあるイメージがあるから、どう考えたらよいかよく分かるように、より一層開

かれた情報公開が必要である。また、処分施設が立地する地元の方々に安心してい

ただくため、徹底した情報公開が不可欠であり、信頼される情報発信源を設ける必
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要がある。このような仕組みとして、地元自治体、住民代表及び専門家から成る情

報公開組織を設立して施設の立入調査の権限を付与することが必要ではないか。 

⑨ 国は、放射性廃棄物処分に関する国民との相互理解活動に本気で取り組むべきであ

る。処分場という負のイメージの施設だけを建設しようとすると、いくら地域振興

策を抱き合わせても「負のイメージ」が強く残る。原子力発電所のように発電とい

う「生産施設」とのコラボレーションを推進するべきではないか。 

 

【情報の発信に関して】 

① 原子力については、膨大かつ多様な情報が提供されており、それらの関係性が分か

らない。国民がどのように情報を整理して理解したらよいかを考えた「分かってい

ただける」情報提供の在り方を工夫していくべき。専門家の説明やマスコミの報道

にも工夫の余地が多い。 

② 国の不作為への国民の不信があるから、国がどのように責任を果たしていくかとい

うメッセージが発せられないと、国民は共に考えるということにはならない。また、

最終処分地を受け入れる自治体や住民のことを考えると、国は、原子力発電所から

の廃棄物は少しでも減らしていくというメッセージを発していくことが大事である。 

③ 高レベル放射性廃棄物の地層処分技術は放射性廃棄物だけでなくダイオキシンな

どの有害物質にも活用できると思われること、処分場ができれば世界中の人達から

その地域の名前を覚えてもらえるとともに、記録保存の観点から半永久的にその地

域の名前が残ることなど、高レベル放射性廃棄物処分に関するすばらしいことを、

国民に丁寧に説明していくことが重要である。 

④ 原子力は廃止措置まで含めると非常に高いものになるという意見をよく耳にする。

原子力発電所の廃止措置にかかる費用は既に電気料金に入れて国民の皆さんに負担

いただいていることなど、適切な情報を提供していくことが必要。 

⑤ 原子力施設が立地する自治体では、年に数回、水産物や農産物などの生活に関わる

物質の放射能を測定し、自治体が設置した評価委員会の審議を経て結果をホームペ

ージ等に公表していると言うが、このような調査がどのように行われているのかや、

その調査結果などの情報については私は知らない。より分かりやすい公表方法等を

工夫するべき。 

⑥ 原子力は、他のエネルギーと比べ廃棄物の発生量が非常に少ない。このため、廃棄

物を着実に隔離して、閉じ込め処分ができる。これは原子力エネルギーの一つのメ

リットとなっている。化石燃料については、最近、その廃棄物であるＣＯ２を隔離し

て閉じ込め処分することが、試みられているが極めて大規模。国はこのような環境

負荷に関するメリットもセットでエネルギーを選ぶことを説明していくことが必要

である。 

⑦ 食料の自給率のみに話題が集中しているようだが、同時にエネルギーも危機的状況

なのだというアピールがマスコミに登場しない。食料だけでなく、エネルギーにも
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自給率があることを強くアピールする必要がある。 

⑧ 原子力に関して新聞やテレビで広告が出ており、原子力はＣＯ２を出さないクリー

ンなエネルギーでリスクも管理されて安全であることが宣伝されているが、メリッ

トばかりでかえってう散臭さを感じてしまう。メリットだけではなく、デメリット

も分かりやすく伝えることが必要。 

⑨ 国民が放射性廃棄物処分の安全性や必要性を認識する媒体として、マスコミ（テレ

ビ、新聞他）にはまだまだ改善できる余地が多分にある。世論の後押しが得られる

ようこれらに協力を求める工夫をするべき。 

 

【国の役割に関して】 

① 最終処分地の選定について、自治体を対象に公募方式にしたということは、民主的

な決定をしていきたいという国の思いに基づくということだが、それならその経過

を丁寧に地域住民に示し、信頼関係を得ていくべき。国は、自治体と共同して地域

から信頼を得るよう努めていく責務がある。 

② 国は、放射性廃棄物処分に関して、廃棄物処分場をできるだけ早期に決定するべく、

そのための組織、やり方について住民や国民に対する理解活動を実施するとともに、

現在、うまく行っていない原因を良く分析し、国が先頭に立って対策を実行するべ

きである。 

③ 「ＮＩＭＢＹ」（必要なことは分かるが、自分の家の裏庭でやるのはやめて欲しい。）

という考え方がまん延しており、放射性廃棄物の処理・処分に関する国民への理解

活動については、中長期的な課題として国が主体的に取り組む必要がある。また、

放射性廃棄物の処理・処分の候補地になった地方自治体への支援については、国が

より踏み込んで関わっていく必要がある。 

④ ウラン廃棄物の安全規制の整備が遅れているのではないか。←天然起源の核種の取

扱等の問題はあるが、現在、関係者において技術的検討が進められている。 

⑤ 放射性廃棄物の処理処分の安全確保は、自由競争と利益追求の社会構造の中では、

放っておくと誰もやらないので、問題が出るまで後回しになる。将来を見越してこ

の問題に取り組むためには強力な政策的リーダーシップが必要であり、原子力委員

会は、長期的な視野に立ってリーダーシップを発揮するべきである。 

⑥ 放射性廃棄物については出てきてから考えるのではなくエネルギー・資源を利用す

るときにセットとして考えるべきであること、全国民の出した放射性廃棄物を安全

のため 1 か所に集めて捨てるときの負担の公平性を確保する必要があること、放射

性廃棄物の処理処分は国民と環境の安全を確保する公共事業であることなど、社会

がこの課題に関して前向きに取り組むための精神的バックグラウンドとなるメッセ

ージを、原子力委員会は繰り返し出していくことが必要である。 

⑦ 放射性廃棄物処理処分政策は、発生者、廃棄物、処分方法等ごとにばらばらで、合

理的で整合性のある技術開発や社会との対話がなされていない。すべての放射性廃
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棄物の処理と処分を一括して議論し、少なくとも数十年を通して考える「総司令部」

としての場を原子力委員会の下に設置するべきである。なお、発生源にとらわれず

合理的に処理･処分することについては、既に原子力政策大綱に示されている。←放

射性廃棄物を発生源別に整理することは、処理・処分の面からは分かりやすい。ま

た、行政の取組を現実に必要性の高いところから実施するのは、実際的ではないか。 

⑧ 日本のエネルギー自給率が４％であることを国民は一般に認識していない。このよ

うな国民の認識を高めることは、原子力委員会の使命である。 

⑨ 放射性廃棄物の処分については、まだまだ全国レベルでの認識に至っておらず、一

部の地域や自治体での議論の域を脱していない。国も前面に立って取り組むとして

いるが、動きが鈍い。このような状況を進展させるために、原子力委員会は指導力

を発揮することが必要である。 

 

【処分地の選定に関して】 

① 最終処分地の文献調査で１０億円が出るが、文献調査で不適格となり、処分場は作

らないこととなった場合、その１０億円はどうなるのか。また、仮に１０～３０の

市町村が同時に手を挙げた場合にも、すべての市町村に１０億円を出すようなやり

方はやめるべきである。 

② 高レベル放射性廃棄物の処分場は、国民全体に利益のあることであるから、利益の

衡平の観点から立地する場所に相当の利益があって然るべきである。しかも調査に

手を挙げることを決めた時点で、例え文献調査の段階であっても自治体に行政負担

が生ずる。そのような現実を踏まえたときに、国民のためになることをしようと思

って手を挙げる自治体に対しては、応分のお礼をするとすることは適切である。手

が挙がらなければ金額を高くすることにも問題があるとは思わない。 

③ 北海道に石炭を掘った穴がたくさんあり、今は利用されてないが、安全であればそ

れを放射性廃棄物処分に利用できるのではないか。鉱山廃坑となっている地中を活

用するべき。 

④ 発生者責任の考えで言えば、高レベル放射性廃棄物は、発生者たる電気事業者が自

社の敷地内で管理すべきである。倫理的にも過疎地にお金で処分地を見つける方法

に国民的な合意が得られるかについては疑問である。←いや、原子力と倫理という

テーマで廃棄物の問題については、国際社会の中でも長く議論をしてきている。安

全を確保できることを前提にして公募制を採り、応募者が出るまでお礼を高くして

いくことは既に社会における問題解決の手段として使われている実例もあり、倫理

に反するとは思わない。原子力の分野では、地球温暖化問題と同様に、問題の顕在

化に応じ、対策として採るべき道を人知を尽くして議論していくことが人として採

るべき道ということではないか。 
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【政策の決定に関して】 

① 国の委員会は、具体的な方法について決めるのではなく、選択肢を示してメリッ

ト・デメリットを明らかにした上で、国民的な議論を経て決めるべきである。政策

決定のプロセスをオープンにするべきである。 

② エネルギー問題については、原子力を進める選択肢や再生可能エネルギーを進める

選択肢など、様々な選択肢があり得る。国民の前にいろいろな選択肢を出して、そ

の上でコストを計算し、そのデータを開示して、合理的なデータを基に国民が判断

できるようにしてきている。また、放射性廃棄物の処分についてもいろいろな方法

の中から、これを選ぶことについて国民の意見を聴く作業を行って決めてきた。ま

た、処分地の選定については、リスク・コミュニケーション等により相互理解を深

めつつ進めることとしたのも、そうした手続きを経た上で、国会で関係の法律を決

定いただいて今日に至っているものである。だから、今必要なことは、そういう経

緯を経てこの制度があることを丁寧に説明していくことであると考えている。 

 

 

以上 




